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【第5次小郡市総合振興計画における成果指標】

【施策を実現するための主な事務事業とその状況】

①

②

①

②

①

②

単位 H29実績

研修会への参加率 ％ 81

指標名

0

その他 70,930

一般財源 89,924

指標名 単位 H29実績

投入コスト（千円） H29年度決算

国支出 0

県支出 0

事
業
費

（
財
源
内
訳

） 合計（千円） 160,854

地方債

担当係成果指標

協働のまちづくり条例（仮称）の制定

市民提案型協働事業により実施する協働事業の延べ数 3事業

コミュニティ推進係

コミュニティ推進係

未制定 未制定

3事業

平成29年度　福岡県小郡市施策評価シート

未制定

0事業

担当課

協働推進課

協働推進課

施策コード

協働のまちづくり
Ｐ6022協働のまちづくり条例（仮称）の制定

Ｐ6021

市民活動の活性化 Ｐ6023

H28年度実績 H29年度実績

4事業

新たな小郡市の地域自治体制づくり

新たな地域自治

今後の
施策
展開

政策

施策

施策
内容

6

2

成果指標
番号

基準値（H26） H27年度実績

その他 Ｐ6029

小学校区を単位として設
置された協働のまちづく
り組織の部会活動等を
通じて、地域の助け合
い、支え合いによる「共
助」の体制づくりを行って
いくことで、市民主体の
新たな地域自治の実現
をめざします。

84

業務名

85

区長会に関する事業

協働のまちづくり推進事業
【第5次計画指標管理】

P6021

P6029

施策
コード

協働のまちづくり条例（仮称）の制定【第5次計画指標】 本

　「自分たちのまちは自分たちでつくる」を基本に、小学校区を単位とした協
働のまちづくり組織の部会活動等を通じて、地域の助け合い、支えあいによ
る「共助」の体制づくりを進めることで、市民主体の新たな地域自治の実現を
目指す「協働のまちづくり推進事業」を実施する。

制定

H30年度実績 H31年度実績 最終目標（H32）
施策の
進捗状
況・評
価

※本施策の推進にかかった全事務事業の事業費合計額を表示して
います。

H32年度実績

まちづくり支援自販機管理
推進事業

未制定

施策の
進捗状
況・評
価

今後の
施策
展開

成果指標

業務の概要

P6029
累計の基金残高 千円 102,966

15事業

成果指標

成果指標

コミュニティ推進係

施策の
進捗状
況・評
価

市
民
福
祉
部
長

拡大

今後の
施策
展開

総務部 協働推進課 コミュニティ推進係

協働推進課

総務部 協働推進課 コミュニティ推進係

未制定

市民提案型協働事業により実施する協働事業の延べ数【第5
次計画指標】

事業 4

平成29年度指示内容

決定内容

拠点施設である校区公民館をコミュニティセンターとすること
で、さらなる支援を行い、市民主体のまちづくりを引き続き応
援していく。

小学校区単位の協働のまちづくり事業も年々、認知度も上がり
一定の成果が出ているものと考えられる。また、そうした地縁
組織に対し、目的別組織である市民提案型共同事業の展開も、
着実に進んできているものと解される。

部長

指示内容 決定権者

担当部署

部名 課名 係名

指標名 単位 H29実績住民福祉の向上と本市の発展に寄与することを目的に、市民及び行政と協
働し、密接な連携を保ちながら、区長職務の円滑な遂行と区長相互の交流を
図るための事業である。

まちづくり事業の支援を目的に、売り上げの一部を市に寄付する自動販売機
を設置する。

総務部

「共働のまちづくり」セカンドステージでは、体制・事業・財源・運
営をそれぞれのまち協で柔軟に検討すること。

市長

拡大
定期的な校区区長会との意見交換の場を継続することで、相
互の意思疎通をはかり、地域課題の共有などをはかること。

市長

拡大
まちづくり支援基金を活用した市民提案型協働事業の実績検
証を行うとともに、まちづくり支援自動販売機の設置促進をはか
ること。
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